
 

東紀州環境施設組合事務局組織規則 

令和３年４月１日 

規則第１号 

（趣旨） 

第１条 規則は、別に定めるもののほか管理者の権限に属する事務を処理す

るための組織その他について必要な事項を定めるものとする。 

（事務分掌） 

第２条 東紀州環境施設組合事務局設置条例（令和３年東紀州環境施設組合

条例第６号。以下「条例」という。）第２条に規定する係の事務分掌は、

条例第２条各号に掲げるもののほか別表に掲げるとおりとする。 

（職位） 

第３条 組合に次の基本職位を置き、職員をもって充てる。 

 (１) 事務局長 

 (２) 係長 

２ 組合の事務を処理するため、係に必要に応じ、次の補助職位を置くこと

ができるものとし、職員をもって充てる。 

(１) 主査 

(２) 主任 

(３) 主事 

(４) 技師 

３ 職位の順位は、事務局長、事務局次長、係長、主査、主任、主事及び技

師の順序とする。 

 （重要事項の協議） 

第４条 次に掲げる事項の決定又は処分については、東紀州環境施設組合規

約（令和３年三重県指令地域第06-708号）第２条に規定する関係市町（以

下「関係市町」という。）との協議を得たのちでなければ、これをするこ

とができない。 

(１) 予算の編成方針、その他の企画、立案、改善対策等において、既に

協議が成立している以外のものにより、関係市町の財政負担に影響を生

ずる事項 

(２) 事業計画、その他の企画、立案、改善対策等において、既に成立し

ている以外のものにより、関係市町の政策、対策その他重要な決定事項

に影響を及ぼすと思われる事項 

（協調義務） 

第５条 条例第２条各号に規定する各係は業務の遂行に当たり、相互に連絡

調整を図り、機能が十分発揮できるように努め、互いに援助しなければな

らない。 

２ 業務の遂行に当たり、その内容が他の係の所管業務であるときは、あら

かじめ十分に協議しなければならない。 

（職位にある者の不在代行） 



 

第６条 職位にある者が不在の場合は、直上位者（事務局長の直上位者は、

副管理者とする。以下同じ。）がその職務を行うものとする。 

２ 前項の規定により不在代行を行った場合は、その後において不在であっ

た者に連絡し、その職務を引き継がなければならない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、簡易定例的な事項及び直上位者が特に指示

するものについては、その職務を直下位者（直下位者が置かれていない場

合においては、次に下位の職位にある者）に代行させることができる。 

（管理者の職務代理） 

第７条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第152条第２項の規定による管理

者の職務を代理するものは、副管理者とする。 

２ 副管理者が管理者の職務を代理できない場合における地方自治法第 152

条第３項の上席の職員は、次の各号に定める順序により、当該各号に掲げ

る職員が行うものとする。 

(１) 事務局長に補職されている職員 

(２) 事務局次長に補職されている職員 

(３) 総務係長に補職されている職員 

(４) 業務係長に補職されている職員 

（会計管理者の事務代理） 

第８条  管理者が地方自治法第 170条第３項の規定により管理者の補助機関

である職員に会計管理者の事務を代理させる場合において、その事務を代

理する職員は、事務局長とする。ただし、事務局長がその事務を代理でき

ないときは、総務係長が、会計管理者の事務を代理する。 

（職の数） 

第９条 管理者は、臨時又は特別の事務を処理するため、必要があると認め

るときは、この規則の規定にかかわらず、必要な組織を設置し、又は職員

を指定して処理させることができる。 

（補則） 

第10条 この規則に定めるもののほか、組織その他必要な事項については、

管理者が定める 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

別表（第２条関係） 

係 事務分掌 

総務係 (１) 組合議会の事務に関すること。 

(２) 監査委員の事務及び監査に関すること。 

(３) 職員の人事、給与、福利厚生及び衛生管理並びに公務災害補

償の事務に関すること。 

(４) 職員の研修及び能力開発に関すること。 



 

(５) 組合の基本施策の企画及び調整に関すること。 

(６) 公印の保管及び文書並びに事務管理に関すること。 

(７ ) 組合債及び一時借入金並びにその他財務及び経理に関する

こと。 

(８) 予算の編成及び執行管理に関すること。 

(９) 指定金融機関に関すること。 

(10) 現金（有価証券等を含む。）の出納及び保管に関すること。 

(11) 小切手の振出しに関すること。 

(12) 物品の出納及び保管に関すること。 

(13) 決算の調製に関すること。 

(14) 支出負担行為の確認に関すること。 

(15) 組合財産の取得、管理及び処分並びに車両の管理に関するこ

と。 

(16) 組合の広報及び広聴活動に関すること。 

(17) 訴訟並びに請願及び陳情に関すること 

(18) 情報公開に関すること。 

(19) 公平委員会に関すること。 

(20) 災害対応に関すること。 

(21) 他の係の事務に属さないこと。 

業務係 (１) 組合施設用地の取得及び整備に関すること。 

 (２) 組合施設の建物及び工作物に係る建設に関すること。 

 (３) 組合施設の維持管理及び運営に関すること。 

 (４ ) ごみ処理に係る調査並びに計画の作成及び実施に関するこ

と。 

 (５) 関係機関との連絡調整に関すること。 

 (６) 組合施設の改善対策、防災対策及び公害防止対策の実施に関

すること。 

 (７) その他ごみ処理に関すること。 

 


